
第 2 章：DX・SAP 導入を成功に導く基幹システム構築の羅針盤 

 

1. 自社要求の明確化が DX 成功を左右する理由 

1.1 DX にありがちな落とし穴 

多くの企業が基幹システム刷新、特に SAP の導入を検討する際、「時代に取り残され

ないため」「競合他社も導入しているから」といった漠然とした理由や、「老朽化したシ

ステムの維持コストを削減したい」といった部分的な課題解決を動機にプロジェクトを

開始してしまうことが少なくありません。しかし、これこそが DX 推進の最初の、そし

て最も深刻な落とし穴となります。 

DX（デジタルトランスフォーメーション）の本質は、単なる IT システムの導入や最

新技術の活用に留まらず、それらを通じてビジネスモデルそのものを変革し、新たな価

値を創造することにあります。もし、この本質的な目的が曖昧なままプロジェクトがス

タートすれば、最新の SAP システムを導入したとしても、それは単なる旧システムの置

き換えに過ぎず、投資に見合う真の成果を得ることは極めて困難になります。 

SAP は、単なる業務処理ツールではありません。それは、企業のビジネスプロセス全

体を統合し、リアルタイムなデータに基づく迅速な意思決定を可能にする「経営の羅針

盤」です。この羅針盤を最大限に有効活用するためには、まず自社がどの方向へ進みた

いのか、つまり「あるべき姿」を明確に定義する必要があります。この定義が曖昧なま

まだと、プロジェクトは技術的な要件を追うことに終始し、本来目指すべき「ビジネス

変革」というゴールを見失ってしまいます。結果として、ベンダーに要件を丸投げする

ことになり、ベンダーの標準機能に合わせた提案を受けるままになってしまいます。そ

の結果、「言われた通りに作ったが、誰も使わない」「業務が効率化されず、ROI（投資

対効果）が見合わない」といった、時間とコストを浪費するだけの失敗を招きます。 

 

例えば、ある化学メーカーは、グローバルに分散した事業グループの経営基盤を刷新

するために「SAP S/4HANA」を導入しました。彼らは、単なるシステムの老朽化対策

ではなく、「経営の DX」を目的として掲げ、「全社でデータを一元管理し、経営層がリ

アルタイムで業績を把握し、迅速な意思決定を可能にする」というビジョンを明確にし

ました。このビジョンを実現するために、彼らはまず、顧客からの受注から製品の出

荷、そして代金回収に至るまでのプロセス全体を見直し、どこにボトルネックがあるの

かを徹底的に分析しました。そして、その分析に基づき、SAP の機能を活用して部門間

の情報連携をシームレスにし、データ活用を前提とした新たな経営基盤を構築しまし

た。その結果、これまでは月次でしか把握できなかった事業所の収益状況が日次で可視

化され、部門横断的なデータ分析が可能になり、経営判断のスピードが飛躍的に向上し

ました。 

 



この事例は、システム導入が目的ではなく、自社のビジョンを実現するための手段で

あることを証明しています。 

さらに、自社要求の明確化は、プロジェクトに関わるすべてのステークホルダー（経

営層、業務部門、IT 部門、そしてベンダー）の共通認識を形成する上で不可欠です。も

し要求が曖昧だと、部門ごとに異なる解釈や期待が生まれ、プロジェクトの途中で意見

の対立や方向性の迷走を招きます。 

例えば、営業部門は「顧客情報のリアルタイム共有」を望んでいる一方で、経理部門

は「月次決算の早期化」を最優先に考えているといった状況が起こり得ます。これらの

異なる要求をプロジェクト開始前に整理し、優先順位をつけ、共通のゴールを設定する

ことが、プロジェクト全体のスムーズな進行を保証します。このプロセスを通じて、プ

ロジェクトは単なる「IT プロジェクト」から、全社を巻き込んだ「ビジネス変革プロジ

ェクト」へと昇華されるのです。 

 

1.2. なぜ多くの SAP プロジェクトは失敗するのか？  

・目的の欠如とトップダウンの暴走： 「他社もやっているから」「DX 推進と言われた

から」といった曖昧な理由でプロジェクトが開始されるケースが散見されます。本来、

基幹システムの刷新は経営戦略の根幹に関わる重大な投資です。にもかかわらず、経営

層のコミットメントが曖昧なまま、現場を巻き込むことなく強引に進めると、現場は

「なぜこのシステムを導入するのか」という目的意識を持てず、強い抵抗に遭います。

その結果、システムは導入されたものの、現場で使われず「形だけの DX」に終わって

しまいます。 

プロジェクトの目的を全社で共有し、経営層が継続的に関与することが不可欠です。ト

ップダウンでプロジェクトを推進することは重要ですが、一方的な号令だけでは現場の

主体性を引き出せません。現場がプロジェクトの意義を理解し、自ら変革を望むような

環境を醸成することが極めて重要です。特に、中間管理職の巻き込みはプロジェクト成

功の鍵です。彼らがビジョンを理解し、現場にその意義を伝え、変革のリーダーシップ

を発揮することで、ボトムアップでの変革が加速します。 

 

・要件定義の不十分さ： 多くのプロジェクトで要件定義が不十分になるのは、「現行業

務の棚卸し」に終始し、「あるべき姿」を描ききれないまま要件を固めてしまうからで

す。 

既存の業務プロセスをそのまま新しいシステムに当てはめようとすると、不必要なアド

オン開発が増え、コストとリスクが膨れ上がります。結果として、業務プロセスに合わ

ないシステムができあがったり、開発コストが大幅に超過したりします。SAP の導入に

おいては、単なる「業務の再現」ではなく、SAP のベストプラクティスに合わせて業務

を再構築する「BPR（ビジネスプロセス・リエンジニアリング）」の視点を持つことが



極めて重要です。 

要件定義フェーズにおいて、業務部門と IT 部門、そしてベンダーが三位一体となり、徹

底的に議論を重ねることが不可欠です。この議論を怠ると、後になって「こんなはずで

はなかった」というギャップが生まれ、手戻りによるスケジュール遅延や追加コストが

発生します。 

 

・ ベンダー選定の失敗： 単純に費用や知名度だけでベンダーを選んでしまうケースも

少なくありません。SAP 市場の活況により、質の低い高単価なベンダーが増えている現

状では、このリスクはより顕著です。自社の課題を深く理解し、単なる実装ではなく

「あるべき姿」の実現に向けた適切な提案ができるパートナーを見極めることが不可欠

です。ベンダーの提案内容が、自社のビジネス課題の解決につながるものか、具体的な

ROI が示されているかなどを厳しく評価する必要があります。また、ベンダーにすべて

を丸投げせず、自社も積極的にプロジェクトに参画し、共同チーム体制を築くことが、

導入後の自走力を高める上で極めて重要です。 

ベンダーの選定においては、単なる技術力だけでなく、自社の業界知識やコミュニケー

ション能力、そして過去の成功・失敗事例を隠さずに開示する誠実さも重要な評価ポイ

ントとなります。 

 

・チェンジマネジメントの失敗と現場の抵抗： 新しいシステムを導入しても、それを使

う「人」が変わらなければ、プロジェクトは成功しません。多くの失敗プロジェクトで

は、システムの技術的な側面ばかりに注力し、従業員の心理的な側面や組織文化の変革

をおざなりにしています。結果として、新しいシステムへの抵抗感が生まれ、「慣れ親し

んだ古いやり方が良い」「新しいシステムは使いづらい」といった不満が蔓延し、システ

ムの形骸化を招きます。特に、昨今は“Fit to Standard”というキーワードの元、納得感が

得られない標準機能の押し付けにより、不満が蔓延する事態も多く発生しています。 

この課題を回避するためには、プロジェクトの初期段階からチェンジマネジメント（組

織変革管理）を計画に組み込むことが不可欠です。具体的には、システムの目的や意義

を全従業員に繰り返し伝え、トップだけでなく中間層や現場のキーパーソンを「変革の

推進者」として育成し、十分なトレーニングとサポート体制を構築することが求められ

ます。 

 

・過剰なカスタマイズとデータ移行の失敗： SAP の標準機能ではなく、既存業務に合

わせた独自のアドオン開発を無計画に行うことも、失敗の大きな要因です。 

過剰なカスタマイズは、開発コストと期間を膨張させるだけでなく、将来的なシステム

保守の複雑化や、SAP の新バージョンへのアップデートを困難にします。 

また、既存システムから新しい SAP システムへのデータ移行は、非常に繊細な作業で



す。移行するデータの品質が低い（重複、不整合、不備など）場合、移行後のシステム

で不正確な情報に基づいて業務が進められ、業務混乱を招きます。データ移行は単なる

技術的な作業ではなく、事前にデータの棚卸しとクレンジング（品質改善）を徹底して

行うことが、プロジェクト成功の基盤となります。 

 

1.3. 本活動が後続を見据えた冒頭の設計であることの重要性：プロジェクト成功を左右す

る「設計図」の完成度 

構想策定フェーズにおける「自社要求の明確化」は、プロジェクト全体を通しての

「冒頭の設計図」です。この設計図の完成度が、後続のすべてのフェーズの成否を決定

づけます。 

例えば、ビル建設において、設計図の段階で柱の位置が曖昧だったり、配管ルートが未

定だったりすれば、基礎工事が終わった後に莫大なコストと時間をかけて修正しなけれ

ばならなくなります。 

SAP 導入プロジェクトもこれと同じです。この冒頭の「設計図」が不完全だと、後続の

要件定義、開発、テスト、運用といったすべてのフェーズで深刻な問題を引き起こし、

最悪の場合、プロジェクトが破綻します。 

 

この設計図の不備がもたらす具体的なリスクは、以下の 3 つに集約されます。 

1. 手戻り（Rework）の連鎖とコストの膨張 

o 要件定義フェーズでの手戻り： 構想策定フェーズで「あるべき姿」が曖

昧なままだと、要件定義フェーズで業務部門から新たな要望が次々と出

てきます。これが「スコープクリープ」（プロジェクト範囲の際限ない拡

大）を招き、当初想定していなかったアドオン開発やカスタマイズが発

生します。 

o 開発フェーズでの手戻り： 要件定義が不十分だと、開発段階に入ってか

ら仕様変更が頻発します。SAP 導入は各モジュールが密接に連携してい

るため、一つのモジュールの仕様変更が他のモジュールに波及し、手戻

りの連鎖を引き起こします。結果として、場当たり的な「その場しの

ぎ」の設計が積み重なり、将来的にシステムの保守性を著しく損なう

「技術的負債」が蓄積されていきます。 

o コストの超過： これらの手戻りやスコープの拡大は、コンサルタントや

開発者の追加投入、プロジェクト期間の延長を招き、当初予算を大幅に

超過する事態につながります。 

2. スケジュールの遅延とビジネス機会の損失 

o 手戻りの連鎖は、そのままプロジェクト全体のスケジュール遅延に直結

します。本稼働日が遅れることで、新しいシステムがもたらすはずだっ



たビジネス上の効果（例：業務効率化によるコスト削減、データ活用に

よる売上向上）が後ろ倒しになり、機会損失が発生します。 

o また、本稼働日がずれ込むことで、繁忙期や特定の事業イベントと重な

り、従業員への負担が増加し、システム導入後の混乱を招くリスクも高

まります。最も深刻なのは、市場の変化に対応するための「戦略的なシ

ステム投資」であるにもかかわらず、その実行が遅れることで、競合他

社に先を越され、ビジネス上の優位性を失うことです。 

3. プロジェクトメンバーのモチベーション低下とプロジェクトへの信頼失墜 

o 何度も手戻りや修正作業を強いられることは、プロジェクトメンバーの

疲弊を招きます。特に業務部門のメンバーは、日常業務と並行してプロ

ジェクト作業を行うため、負担が大きくなります。 

o プロジェクトの方向性が定まらないことや、スケジュールが何度も遅れ

ることは、メンバーや経営層からのプロジェクトへの信頼を失わせる要

因となります。「このプロジェクトは本当に成功するのか？」という疑念

が広がり、最終的には関係者全員がプロジェクトの成功を信じられなく

なってしまうのです。この心理的な負のスパイラルは、新しいシステム

の本稼働後も尾を引き、現場への定着を妨げる大きな障害となります。 

 

このフェーズで時間をかけて丁寧に議論し、ビジョンと目標を明確に定義すること

は、その後のすべての工程をスムーズに進めるための最も重要な投資です。曖昧さを残

したまま次に進むことは、プロジェクト全体の成功率を著しく低下させる危険な行為な

のです。 

 

さらに、この「設計図」の完成度は、プロジェクト全体を管理する上でのコントロー

ルを左右します。設計が曖昧なままプロジェクトが進行すると、ベンダーへの依存度が

過度に高まるという危険な状況を招きます。ベンダーは、あいまいな要件を基に独自の

解釈で開発を進めざるを得なくなり、結果として自社の業務実態に合わないシステムが

できあがります。この段階で修正を依頼すると、追加費用が発生し、プロジェクトは

「ベンダーの言いなり」になってしまいます。 

また、初期の設計が不十分だと、プロジェクトの終盤に近づくにつれて、これまで見

過ごされてきた問題が次々に顕在化します。例えば、データ移行時にデータの不整合が

大量に見つかったり、テストフェーズでシステム連携の不備が発覚したりするケースで

す。これらの問題は、プロジェクトの最終段階で致命的な遅延や追加コストを招き、最

悪の場合、本稼働の延期やプロジェクトの頓挫に繋がります。 

この冒頭の設計は、単に技術的な要件を定めるだけでなく、プロジェクト全体を貫く

「羅針盤」となります。この羅針盤があれば、プロジェクト中に発生する予期せぬ変更



要望や意見の対立に直面した際にも、「それは当初の設計（＝あるべき姿）と一致してい

るか？」という共通の判断基準を持って冷静に対応できます。この羅針盤を関係者全員

が共有し、常に参照することが、プロジェクトのブレをなくし、一貫した方向性を持っ

て進めるための唯一の方法なのです。 

 

1.4. ROI から逆算するアプローチ：単なるコスト削減を超えた、戦略的投資の可視化 

基幹システム導入、特に SAP の導入は、単なる IT 投資ではなく、企業の将来を左右

する経営戦略そのものです。そのため、単なる「業務効率化」といった抽象的な目標に

留まらず、具体的な ROI（投資対効果）を算出し、その妥当性を徹底的に検証すること

が不可欠です。この ROI を算出するプロセス自体が、プロジェクトの目的を明確化し、

関係者間の認識を統一するための最も重要な活動となります。ROI から逆算するアプロ

ーチは、プロジェクトを「コスト」ではなく「未来への投資」として位置づけ、その成

功を確実なものにするための羅針盤となるのです。 

 

1.4.1. ROI 算出に不可欠な「あるべき姿」の定義 

ROI を正確に算出するためには、まずプロジェクトが実現する「あるべき姿

（Future State）」を具体的に、かつ定量的に定義することが不可欠です。この「ある

べき姿」は、単なる機能リストやシステム要件ではなく、ビジネスの変革によっても

たらされる具体的な成果を言語化したものです。これを定義せずに ROI を計算しよう

とすることは、目的地を決めずに旅の費用を計算するようなものです。 

「あるべき姿」の定義は、以下の観点から多角的に行う必要があります。 

• ビジネスプロセス変革の観点： 

o 受注から出荷までのリードタイム短縮： 既存のプロセスにおける承認

フローのボトルネックを特定し、自動化することで、現在の平均リー

ドタイムを何%削減するかを数値で示します。例えば、現状 1 週間か

かっているプロセスを 3 日に短縮することで、顧客満足度向上と売上

機会の拡大という形で ROI に貢献します。 

o 在庫最適化： リアルタイムな在庫データに基づき、過剰在庫を何%削

減するか、欠品率を何%改善するかといった具体的な目標を設定しま

す。過剰在庫の削減は運転資金の改善に直結し、欠品率の改善は売上

損失を防ぎます。 

o 月次決算の早期化： 手作業によるデータ集計や確認作業を自動化する

ことで、決算処理を何日短縮するかを目標に掲げます。これにより、

経理部門の業務工数削減だけでなく、経営層がより迅速に経営判断を

下せるという大きな価値を生み出します。 

• データドリブン経営の観点： 



o 経営情報のリアルタイム可視化： 経営層がいつでも、どのデバイスか

らでも主要な KPI（売上、利益率、キャッシュフローなど）をリアル

タイムで把握できる状態を目指します。これにより、市場の急な変化

や顧客の動向を即座に捉え、迅速な意思決定で競争優位性を確立でき

ます。 

o 需要予測精度の向上： AI/機械学習を活用して過去の販売データや市

場動向を分析し、需要予測の精度を何%向上させるかを定義します。

これにより、生産計画の最適化や欠品・過剰在庫の削減に繋がり、コ

ストと機会損失の両方を改善します。 

• 顧客価値創出の観点： 

o 顧客満足度の向上： 注文状況のトラッキング機能を提供したり、問い

合わせ対応のレスポンスタイムを短縮したりすることで、顧客満足度

を数値化して評価します。これは LTV（顧客生涯価値）の向上や、新

規顧客獲得コストの削減といった形で ROI に寄与します。 

o 新商品開発サイクルの短縮： 市場のフィードバックやトレンドデータ

を迅速に収集・分析し、新商品開発サイクルを何%短縮するかを目標

とします。これにより、市場投入のスピードを上げ、競争力を高めま

す。 

 

これらの目標は、単に「業務効率化」という言葉に集約されるものではなく、それ

らが具体的にどのような効果を定量的にもたらすかを定義するものです。例えば、決

算処理を 5 日間短縮することで、経理部門の人件費が年間でどれだけ削減されるか、

あるいは経営層がより迅速な意思決定を下せることで、機会損失がどれだけ減少し、

売上増加につながるかを試算します。この「あるべき姿」の定義こそが、ROI 算出の

揺るぎない基盤となるのです。 

 

1.4.2. 新規導入ユーザー向け：オーソドックスな ROI 算出方法 

新規で SAP を導入する企業にとって、ROI 算出は投資の妥当性を経営層に説明する

ための最も重要なステップです。このプロセスは、以下の「コスト」と「効果」の二

つの側面から成り立ちます。 

（1）投資コストの徹底的な洗い出し 

投資コストは、目に見える費用だけでなく、見落としがちな隠れたコストまで網羅

的に洗い出すことが重要です。 

• ライセンス費用： ユーザー数や利用モジュールによって変動する SAP のライ

センス費用。オンプレミスかクラウド（SaaS）かによっても体系が異なりま

す。 



• 導入コンサルティング費用： 構想策定から要件定義、開発、テスト、本稼働

まで、ベンダーのコンサルタントに支払う費用。プロジェクトの規模や期間、

ベンダーの専門性によって大きく変動します。 

• インフラ費用： オンプレミスの場合はサーバーやネットワーク機器の購入・

設置費用、クラウドの場合は月額のサービス利用料。 

• 開発費用（アドオン開発）： SAP 標準機能では実現できない、自社独自の業

務プロセスに対応するためのプログラム開発費用。この費用はプロジェクト全

体に占める割合が大きくなる傾向があり、特に注意が必要です。 

• 社員教育・トレーニング費用： 新しいシステムを従業員が使いこなせるよう

にするための研修費用やマニュアル作成費用。 

• データ移行費用： 既存システムから SAP へデータを移行するための作業費

用。データのクレンジング（重複・不備データの修正）や変換作業に多くの工

数がかかります。 

• プロジェクト管理費用： 社内のプロジェクトマネージャーやメンバーの人件

費、外部のプロジェクト管理支援（PMO）費用など。 

 

これらのコストを、プロジェクトのフェーズ（構想策定、要件定義、開発、テス

ト、運用）ごとに細かく分類し、見積もりを立てることで、将来的なコスト超過リス

クを軽減できます。 

 

（2）効果（ベネフィット）の定量化 

効果は、直接的なコスト削減効果（ハードベネフィット）と、間接的な価値創出効

果（ソフトベネフィット）に分けて考えます。 

• ハードベネフィット（コスト削減）： 

o 業務工数削減： SAP 導入による手作業の自動化や、データ入力の重複

排除によって削減される人件費。例えば、手作業での在庫確認がシス

テム上でリアルタイムに行えるようになることで、1 日あたり 1 時間

の作業が削減され、年間で数百万円の人件費削減につながるといった

試算を行います。 

o 既存システムの維持費用削減： 旧システムの保守費用や運用費用、IT

インフラの維持コストなどが削減されます。 

o 紙媒体・保管費用削減： ペーパーレス化による印刷費、郵送費、書類

保管スペースの賃料削減。 

o 不良率・欠品率改善： 生産管理機能の最適化により、製造不良率や、

在庫管理の精度向上による欠品率を改善し、それに伴う機会損失を防

ぎます。 



 

• ソフトベネフィット（価値創出）： 

o 意思決定の迅速化： タイムリーな経営データに基づき、市場の変化に

迅速に対応できる体制が構築され、新たなビジネスチャンスを捉える

ことができます。 

o ガバナンス強化： 内部統制が強化され、不正やミスのリスクが低減し

ます。 

o 顧客満足度向上： 迅速な顧客対応や正確な情報提供が可能になり、顧

客ロイヤリティが向上します。 

o 企業の競争力向上： 効率化されたサプライチェーンや生産プロセス

が、競合他社に対する優位性をもたらします。 

 

これらのソフトベネフィットは定量化が難しいものの、売上増加や市場シェア拡大

といった形で間接的に ROI に寄与します。ROI を算出する際は、ハードベネフィット

を主軸に置きつつ、ソフトベネフィットも定性的に評価し、経営層に提示することが

重要です。 

 

1.4.3. SAP ECC 既存ユーザ向け：DX 起点での ROI 算出方法 

SAP ECC から S/4HANA へ移行する既存ユーザーの場合、ROI 算出はより複雑に

なります。単なるコスト削減だけでなく、S/4HANA が持つ新たなテクノロジーをい

かに活用してビジネスを変革するか、という DX 起点の視点が不可欠です。 

 

（1）投資コストの複雑性の理解 

ECC からの移行コストは、単なる新規導入とは異なり、既存のシステム構成やデータ

の状態に大きく左右されます。 

• 移行戦略の選択： ECC のデータをそのまま移行する「ブラウンフィールド」

方式か、新規導入としてクリーンな環境を構築する「グリーンフィールド」方

式かによって、コストと工数が大きく変わります。アドオンプログラムの移行

やデータクレンジングの工数を見積もることが極めて重要です。 

o ブラウンフィールド： 既存の業務プロセスやデータを引き継ぐため、

比較的短期間で移行できるメリットがありますが、旧システムの「負

の遺産」（無駄なアドオンなど）も引き継いでしまうリスクがありま

す。 

o グリーンフィールド： まっさらな状態でシステムを再構築するため、

SAP のベストプラクティスを最大限に活用でき、将来的な柔軟性が高

まります。一方で、データ移行や再設計に時間とコストがかかりま



す。 

• 既存アドオンの棚卸しと再構築： ECC 時代に開発したアドオンが S/4HANA

でも必要か、SAP 標準機能で代替できないかを精査します。不要なアドオンを

削減し、S/4HANA の標準機能に合わせることで、移行コストだけでなく将来

の保守コストも削減できます。 

 

（2）DX による新たな価値創出の定量化 

S/4HANA への移行は、ECC の保守切れリスク回避という「守り」の目的だけでな

く、DX による「攻め」の ROI を算出することが成功の鍵となります。 

• インメモリデータベース活用による ROI： S/4HANA のインメモリデータベ

ース（SAP HANA）は、従来のデータベースでは不可能だった大量データの

高速処理を可能にします。これにより、以下のような価値が生まれます。 

o リアルタイム在庫評価： 従来はバッチ処理で行っていた在庫評価が瞬

時に可能になり、常に正確な在庫情報を把握できます。これにより、

発注や生産計画をより緻密に行えるようになります。 

o 高速な経営分析： 経営層が膨大な販売データや生産データをリアルタ

イムでドリルダウン分析し、迅速な経営判断を下せるようになりま

す。これにより、市場機会の獲得やリスク回避につながる機会損失の

低減を定量化します。 

o 生産計画の最適化： 生産現場の IoT データと連携し、生産状況をリア

ルタイムに把握することで、生産計画の精度が向上し、稼働率の向上

やコスト削減につながります。 

• 新たなテクノロジー活用による ROI： S/4HANA は、AI や機械学習、IoT、

RPA（Robotic Process Automation）など、先進技術との連携を前提に設計さ

れています。 

o AI/機械学習による需要予測： 過去の販売データや外部データを AI で

分析し、より正確な需要予測を可能にします。これにより、余剰在庫

や欠品による機会損失を削減します。 

o IoT 連携による予知保全： 製造設備の稼働データを IoT で収集し、AI

で分析することで、故障を予測して事前にメンテナンスを行う予知保

全が可能になります。これにより、予期せぬ生産停止によるコストを

削減します。 

 

例えば、ある電子部品製造企業は、ビジネスプロセスの変化に対応するため、基幹

システムを刷新しました。このプロジェクトでは、DX 推進のために SAP S/4HANA

を活用し、IoT や AI の技術を駆使して工場の稼働率を高め、海外グループにも展開し



ていく方針を明確にしました。これは、単なるシステム移行ではなく、新たな価値創

造を目的とした DX 投資の好例です。この企業は、S/4HANA によって実現する価値

を具体的に数値化し、経営層に提示することで、プロジェクトへの継続的なコミット

メントを得ることができたのです。 

ROI から逆算するアプローチは、プロジェクトを「投資」として捉え直し、その目

的を全社で共有するための強力なツールです。このアプローチを徹底することで、単

なる IT システムの導入に終わらない、真のビジネス変革を実現できるでしょう。 

 

1.5. 業務設計とシステム要件の定義 

構想策定フェーズで定義した「あるべき姿」の実現に向けて、具体的な業務プロセス

とシステム要件を設計するフェーズです。この段階での設計思想が、その後のプロジェ

クトの方向性を決定づけます。 

 

1.5.1. SAP 標準機能を前提とした業務プロセスの設計思想 

SAP は、世界中の優良企業の業務プロセスを凝縮した「ベストプラクティス」の塊

です。この SAP の標準機能を最大限に活用することが、導入成功の鍵となります。多

くの企業が陥りがちなのが、「自社の業務をそのままシステムに合わせる」という発想

です。これでは、不要なアドオン開発が増え、コストとリスクを増大させるだけでな

く、SAP の持つ本来の力を引き出すことができません。SAP の導入は、単に IT ツー

ルを導入するのではなく、より洗練された業務プロセスへと自社を変革する機会なの

です。 

真の DX を実現するためには、「自社の業務を SAP に合わせる」という意識を持つ

ことが極めて重要です。この考え方を基にした BPR（ビジネスプロセス・リエンジニ

アリング）こそが、SAP 導入の成功を左右する核心的な要素です。例えば、これまで

紙の申請書で何人もの承認が必要だった経費精算プロセスを、SAP のワークフロー機

能に合わせることで、承認ルートを最適化し、自動化することが可能になります。こ

れにより、業務プロセスから無駄な作業を排除し、効率的な業務フローを構築し、本

来のコア業務に集中できる体制を築くことができます。このフェーズで最も重要なの

は、「これまでどうやってきたか」ではなく、「どうすれば最も効率的で、未来志向の

業務ができるか」を問い直すことです。 

 

1.5.2. 業務要件と SAP モジュールのフィット＆ギャップ分析 

「あるべき姿」の業務プロセスを設計したら、次にその業務が SAP のどの標準機能

で実現できるか（フィット）、どの機能で実現できないか（ギャップ）を徹底的に分析

します。この分析は、ベンダーとの要件定義をスムーズに進めるための重要なステッ

プです。 



このフィット＆ギャップ分析を効果的に行うには、以下のステップを踏むことが推奨

されます。 

1. 業務要件の明確化： 「あるべき業務フロー」で定義された各タスクについ

て、「誰が」「何を」「どのようなタイミングで」「何のために」行うのかを詳細

に記述します。 

2. SAP 標準機能との比較： 記述された業務要件と、SAP の各モジュール（例：

販売管理（SD）、在庫管理（MM）、財務会計（FI）など）の標準機能とを照

らし合わせます。このプロセスには、業務部門の担当者とベンダーのコンサル

タントが密接に協力し、共同ワークショップ形式で進めることが非常に有効で

す。 

3. フィット／ギャップの特定： 完全に一致する部分は「フィット」、一致しない

部分は「ギャップ」として特定し、その理由を詳細に記録します。この段階

で、単にギャップを特定するだけでなく、なぜそのギャップがビジネス上重要

なのかという「ビジネス上の正当性」を明確に言語化することが、後の不要な

アドオン開発を防ぐ鍵となります。 

4. ギャップの評価と対応策の検討： ギャップが生じた場合、以下の 3 つの選択

肢から対応策を検討します。 

o 業務プロセスを変更する（BPR）： 業務部門の協力を得て、ギャップ

を埋めるために業務フロー自体を SAP 標準機能に合わせるように変更

します。 

o アドオン開発： ビジネス上の競争優位性を生み出すために、どうして

も SAP 標準機能では実現できない場合にのみ、プログラムを独自に開

発します。 

o 外部システム連携： SAP では非効率な業務を、特定の専門機能を持つ

外部のクラウドサービスやシステムと連携させて実現します。 

 

このプロセスを通じて、プロジェクトのスコープを明確にし、無駄な開発を避ける

ことができます。 

 

1.5.3. 初期段階におけるアドオン開発規模の見極め、抑え方 

フィット＆ギャップ分析で洗い出されたギャップについて、それが本当にアドオン

開発が必要な「戦略的な差別化要因」なのか、それとも「単なる現状維持のためのカ

スタマイズ」なのかを厳しく見極める必要があります。この判断は、プロジェクトの

コスト、リスク、そして将来的な柔軟性を大きく左右します。 

SAP 導入において、「80/20 の法則」がよく引き合いに出されます。これは、「業務の

80%は SAP 標準機能でカバーし、残りの 20%の特殊な業務にのみアドオン開発を適



用する」という考え方です。この割合を守ることが、プロジェクトの成功確率を高め

ます。 

過度なアドオン開発がもたらすリスクは以下の通りです。 

• コストとスケジュールの超過： アドオン開発は、当初の見積もりを大幅に上

回るコストと時間を要することが多く、プロジェクト遅延の最大の原因の一つ

です。 

• 保守・運用コストの増大： 独自に開発したプログラムは、SAP のバージョン

アップや法改正への対応が困難になり、将来的な保守コストが大幅に増加しま

す。SAP は定期的に新機能やセキュリティパッチをリリースしますが、アドオ

ンが多いとそれらを適用するたびに検証作業が必要となり、IT 部門の負担が

恒常的に増大します。 

• システムの柔軟性低下： アドオンが複雑に絡み合うと、新しい機能を追加し

たり、業務プロセスを変更したりする際の柔軟性が失われます。これは、まる

で古い建物の増築を繰り返した結果、どこに柱があるかわからなくなり、少し

の改修でも全体に影響が及ぶようなものです。 

• ベンダーロックインのリスク： アドオン開発を特定のベンダーに依存してし

まうと、そのベンダー以外での保守や改修が困難になり、将来にわたって高額

な費用を支払わざるを得ない状況に陥ります。 

 

プロジェクトの初期段階でアドオン開発の規模を適切に見極め、不必要な開発を抑

えることが、プロジェクト成功の成否を分けます。真に価値を生み出すアドオンに絞

り込む勇気が、プロジェクトマネジメントの重要な要素となります。 

 

1.6. プロジェクト成功の鍵となる導入ベンダー選定の戦略 

基幹システム導入プロジェクトは、自社だけでは完遂できません。プロジェクトの成

功は、最適なベンダーをパートナーとして見つけ、強固な協力関係を築けるかどうかに

かかっています。このベンダー選定プロセスを戦略的に進めることが、将来のシステム

の安定稼働とビジネス成長を左右します。 

 

1.6.1. 主要ベンダー、それぞれの守備範囲と見極め方 

SAP 導入ベンダーは、その専門性と規模によって大きく 3 つのタイプに分けられま

す。自社のプロジェクト規模、業界、解決したい課題に応じて、適切な守備範囲を持

つベンダーを見極めることが重要です。 

• 大手総合コンサルティングファーム： 経営戦略の立案から実際のシステム導

入までを一貫してサポートする能力を持ち、大規模かつ複雑なプロジェクトの

実績が豊富です。グローバルな展開や、M&A 後の事業統合など、高度な経営



課題をシステムを通じて解決する際に強みを発揮します。ただし、その分コス

トは高くなる傾向があり、プロジェクトの初期段階で自社メンバーが深く関与

しなければ、ベンダー主導のプロジェクトになりがちです。 

• 特定の業界に強みを持つベンダー： 製造、金融、小売、サービスなど、特定

の業界に特化した深い知見とノウハウを保有しています。業界特有の商習慣や

法的規制を熟知しているため、要件定義の期間を短縮でき、より的確な提案が

期待できます。彼らが持つ「業界テンプレート」は、ゼロからシステムを構築

する手間を省き、効率的な導入を可能にします。一方で、業界をまたいだ複雑

なビジネスモデルには対応できない場合があります。 

• 特定のモジュールに強みを持つベンダー： 財務会計（FI/CO）、販売管理

（SD）、ロジスティクス（MM/PP）など、SAP の特定のモジュールに特化し

て高度な専門性を持っています。全体的なシステム刷新ではなく、特定の領域

の課題解決にフォーカスする場合に、専門知識を活かした質の高いサービスを

期待できます。ただし、複数のモジュールにまたがる課題や、全社的な統合プ

ロジェクトには不向きな場合があります。 

 

1.6.2. ベンダー依存の危険性とその回避策 

ベンダーにプロジェクトのすべてを丸投げすると、システムのブラックボックス化

が進み、導入後の運用や保守で高額な費用が発生する「ベンダーロックイン」という

状態に陥るリスクがあります。自社内にノウハウが蓄積されず、将来的なシステムの

改善や変更が困難になることも大きな問題です。これを回避するためには、自社のプ

ロジェクトメンバーが積極的に参画し、ベンダーと協働する「共同チーム体制」を築

くことが不可欠です。 

• 共同チーム体制の構築： ベンダーのコンサルタントと、自社の業務部門・IT

部門のキーパーソンが、日常的に顔を突き合わせ、一緒に課題を解決していく

体制を構築します。この体制では、ベンダーは自社の業務を深く理解し、自社

メンバーは SAP の専門知識やプロジェクト推進のノウハウを直接「学び」、実

践することができます。このプロセスを通じて、単なる「ベンダーによる実

装」ではなく、自社が主体となってシステムを作り上げていくという当事者意

識が醸成されます。 

• 「引継ぎ」ではなく「共創」を： プロジェクトをベンダーが「実装」し、自

社が「引き継ぐ」という受け身の姿勢は、導入後の混乱を招きます。そうでは

なく、プロジェクトの初期段階から自社メンバーが設計やテストに深く関与す

る「共創」を意識します。具体的には、業務部門が業務フロー設計の主導権を

握り、IT 部門が技術的な要件を深く理解した上でベンダーと対等に議論する

ことで、システムに対する深い理解と自走力を身につけることができます。 



 

1.6.3. ベンダー選定基準とその実務 

最適なベンダーを選定するためには、単純な費用や知名度だけでなく、多角的な視

点から総合的に評価することが不可欠です。 

• 実績と専門性： 自社と同じ業界、または類似の課題を抱える企業の導入実績

があるかを確認します。できれば、具体的な成功事例や導入企業からの直接の

フィードバックを得る機会を設けることが望ましいです。特に、失敗事例やそ

の教訓を正直に語ってくれるベンダーは、誠実なパートナーである可能性が高

いと言えます。 

• 提案力とコミュニケーション能力： 自社の課題を深く理解し、「あるべき姿」

の実現に向けた具体的な提案ができるか、また、複雑な技術的課題を分かりや

すく説明できるかなど、コミュニケーション能力を重視します。この段階で、

実証実験（PoC：Proof of Concept）を依頼し、特定の業務シナリオにおいて

ベンダーの提案が本当に機能するかを小規模に検証することも有効です。これ

により、提案書だけでは見えないベンダーの実力とチームの連携力を肌で感じ

ることができます。 

• チーム体制とカルチャーフィット： 提案段階でアサインされる予定のコンサ

ルタントの経験や専門性を確認します。また、ベンダーの働き方やカルチャー

が自社と合致するかどうかも、長期的なパートナーシップを築く上で重要な要

素です。 

• コストと費用対効果： 単純な金額だけでなく、ROI（投資対効果）を踏まえ

た費用対効果を比較します。また、見積もりの透明性（例：作業工数、単価、

ライセンス費用など）を確保し、追加費用が発生する可能性のある項目を事前

に確認しておくことが重要です。 

 

これらの項目を RFP（提案依頼書）に盛り込み、ベンダーからの提案を厳密に評価

することが、最適なパートナーを見つけるための実務的なステップとなります。 

 

2. プロジェクトを成功に導く重要タスクとその実践ポイント 

DX を真に実現するための SAP 導入プロジェクトは、単なる IT プロジェクトではあ

りません。それは、経営層が描く壮大なビジョンを、現場の業務プロセスへと深く浸透

させ、組織全体を根本から変革する「ビジネス変革プロジェクト」です。 

単に旧システムを最新技術に置き換えるだけでは、真の DX は達成できません。成功の

鍵は、経営と現場が一体となり、デジタルの力を最大限に活かしてビジネスプロセスそ

のものを再構築する覚悟と、それを実行する計画にあります。この変革の旅を成功に導

くためには、闇雲に進むのではなく、確固たる「羅針盤」を持つことが不可欠です。 



これから提示する重要タスクは、その羅針盤を形作る具体的な実践ポイントです。こ

れらを確実に実行することで、プロジェクトの迷走を防ぎ、最終的に目標とするビジネ

ス価値の創出へと繋がるでしょう。 

 

2.1. DX への思いと仮説を固める：プロジェクトの根幹を築く「羅針盤」の定義 

SAP 導入プロジェクトは、航海に例えられます。この航海を成功させるには、まず

「どこへ向かうのか」という目的地を明確にし、その目的地へたどり着くための「羅針

盤」を固めることが不可欠です。 

プロジェクトの冒頭で最も重要なのは、DX に対する「想い」と「仮説」を徹底的に固

めることです。ここでいう「想い」とは、単なるビジョンではなく、ビジネスを変革し

たいという経営層の揺るぎない意思です。そして「仮説」とは、その思いを実現するた

めに「こうすれば課題を解決できるのではないか」という客観的な分析に基づくアイデ

アです。 

この活動は、単なるビジョン策定に留まらず、プロジェクトのすべての意思決定の根

拠となり、スコープの拡大（スコープクリープ）や方向性の迷走を防ぎます。ここで定

義された「羅針盤」が強固であればあるほど、後続のフェーズで直面する困難や選択肢

の多さにも、一貫した判断基準をもって対応できるようになります。これは、最終的な

プロジェクトの成功を左右する、極めて重要なプロセスです。 

 

2.1.1. 改革への思いと目的確認：経営層との認識合わせが鍵 

SAP 導入の目的は、単なる「業務効率化」や「システムの老朽化対策」に留まるべ

きではありません。それは、新しいビジネスモデルの創造や、グローバル市場での競

争力強化、あるいは新たな顧客価値の創出といった、より本質的な経営課題の解決に

あるべきです。この目的を経営層と明確に共有し、プロジェクトを単なる「コストセ

ンター」（費用をかけるだけの部門）ではなく「プロフィットセンター」（利益を生み

出す部門）として位置付けることが、長期的な成功の鍵となります。経営層がプロジ

ェクトのビジョンと意義を深く理解し、継続的にコミットすることで、現場のモチベ

ーションも高まります。成功プロジェクトの 83%が「経営層が KPI を毎月モニタリン

グ」したという事実が示すように、経営層の関与は成功の絶対条件です。 

経営層のコミットメントを確保するためには、単なる承認を得るだけでなく、プロ

ジェクトの「共同所有者」となってもらう必要があります。そのためには、以下の 3

つのポイントを実践することが不可欠です。 

• ビジョンの言語化： 抽象的な「DX」という言葉を、具体的で測定可能な目標

に落とし込みます。単に「顧客満足度を上げる」ではなく、「顧客の注文から

納品までをリアルタイムで可視化し、顧客満足度を 20%向上させる」といっ

た明確な指標を設定します。これにより、経営層と現場の間で認識のズレがな



くなるだけでなく、プロジェクトメンバー全員が「何のために働くのか」を理

解し、モチベーションを高く保つことができます。 

• ROI の明確な提示： 2.1.4 で詳述した ROI 分析結果を基に、この投資が将来

的にどのような経済的価値（例：年間○億円のコスト削減、○%の売上向上）

を生み出すかを明確に示します。この際、単に最終的な数字を提示するだけで

なく、その算出ロジックや前提条件を丁寧に説明し、経営層からのフィードバ

ックを得る双方向のプロセスを踏むことで、数字の信頼性と経営層の納得感を

さらに高めることができます。 

• 定期的な進捗報告と意思決定への巻き込み： プロジェクトが始まってから

も、単なる作業報告ではなく、ビジョン達成に向けた進捗状況や、発生した課

題、その解決策を経営層に定期的に報告します。この報告は、経営層にプロジ

ェクトの状況を把握してもらうだけでなく、プロジェクトが直面している課題

に対して、経営層の権限と視点から解決策やアドバイスをもらうための重要な

機会です。特に、部門間の対立や予算の再配分など、現場レベルでは解決が難

しい重要な意思決定には必ず経営層を巻き込むことで、彼らはプロジェクトへ

の当事者意識を失わず、プロジェクトの「羅針盤」として機能し続けます。 

 

2.1.2. 自社の仮説検証と現状課題の洗い出し：客観的な事実に基づいた分析 

「うちの会社はこうだ」という主観的な思い込みや、部門ごとの個別意見ではな

く、客観的なデータに基づいて現状の課題を洗い出すことが、プロジェクトの説得力

を高めます。この活動は、「現状分析（As-Is Analysis）」と呼ばれ、改革の土台を築く

重要な作業です。この段階で主観的な見解だけで進めると、後々の要件定義で部門間

の対立が顕在化したり、誤った前提でプロジェクトが進行したりするリスクを抱える

ことになります。 

• プロセスデータの可視化 受注から請求までのプロセス、製造計画から出荷ま

でのプロセスなど、各業務フローを詳細に分析します。この際、単にフロー図

を作成するだけでなく、各ステップにかかる時間、手戻り回数、関わる人数な

どをデータで可視化します。近年では、「プロセス・マイニング」といったツ

ールを活用することで、既存システムのログデータから実際の業務プロセスを

自動で可視化・分析することが可能になっています。これにより、担当者です

ら気づいていない非効率な「隠れたプロセス」や、正規のシステムを通さない

「シャドーIT」などを発見でき、より正確な現状分析が可能になります。 

• 課題の定量化 「受注プロセスのリードタイムが長い」という課題に対し、「平

均で 1 週間かかっており、そのうち承認待ちに 3 日かかっている」といった形

で課題を定量化します。この定量データは、プロジェクトの優先順位付けや、

ROI 算出の根拠となります。例えば、「この課題を解決すれば、年間で○億円



のコスト削減効果が見込める」といった具体的な数字を示すことで、プロジェ

クトの投資対効果が明確になり、経営層の意思決定を後押しする強力な武器と

なります。 

• 業務部門の巻き込み このフェーズで最も重要なのは、現場の業務担当者をプ

ロジェクトに巻き込むことです。彼らの持つ暗黙知や経験則を、ワークショッ

プを通じて形式知化します。彼ら自身が、自らの業務プロセスを見つめ直し、

課題を発見し、その根本原因を特定するプロセスに参加することで、後々の改

革に対する主体性が飛躍的に高まります。これにより、「新しいシステムは使

いづらい」「業務を変えたくない」といった導入後の強い抵抗を事前に軽減

し、システムの定着率を向上させることができます。 

 

この客観的な事実に基づいた分析こそが、後続の改革施策の説得力を高め、現場の

強い抵抗を乗り越えるための武器となります。この土台が不十分なままプロジェクト

を進めると、後続フェーズでの大規模な手戻りや、スコープの無秩序な拡大を招くこ

とになります。 

 

2.1.3. 領域ごとの改革ポイントの明確化：スコープの範囲と深度 

プロジェクトの成功には、改革のスコープを適切に設定することが不可欠です。全

社一斉にシステムを切り替える「ビッグバン導入」は、一見効率的に見えますが、全

業務が停止するリスクや、膨大なテスト工数、現場の混乱など、リスクが極めて高

く、多くの企業が失敗に終わっています。そのため、まずは会計や販売管理など、影

響範囲が限定的な領域からスモールスタートする戦略が有効です。これにより、リス

クをコントロールしながら、プロジェクトの成功体験を積み重ねていくことができま

す。 

 

• 影響度と難易度のマトリクス分析 どの業務領域に改革の優先順位を置くかを

決定するために、各領域を「ビジネスへの影響度（ROI）」と「技術的な難易

度」のマトリクスで評価します。これにより、感情や部門の意見に左右される

ことなく、客観的なデータに基づいた合理的な意思決定が可能になります。 

o 高影響度・低難易度： この領域は「クイックウィン」と呼ばれ、最初

に着手すべき改革ポイントです。比較的少ない労力で大きな成果を出

せるため、プロジェクトの初期段階で成功体験を生み出し、関係者の

モチベーションとプロジェクトへの信頼感を高めることができます。 

o 高影響度・高難易度： 経営にとって最も重要な改革テーマですが、多

大なリソースと時間を要します。クイックウィンの成功で得たノウハ

ウと自信を基に、慎重な計画を立てて取り組みます。 



o 低影響度・高難易度： リスクが高い割に効果が薄いため、原則として

今回のプロジェクトスコープから除外することを検討します。 

 

• コア機能と周辺機能の切り分け SAP のコア機能で対応できる業務範囲と、ア

ドオン開発や周辺システムとの連携が必要な範囲を明確に切り分けます。この

作業は、不必要なカスタマイズを抑制し、プロジェクトの複雑性を低減させ、

コストとリスクを管理しやすくするために極めて重要です。コア機能に集中す

ることで、SAP の持つベストプラクティスを最大限に活用でき、導入後のシ

ステム保守性も大幅に向上します。一方で、周辺機能は外部の専門サービスや

ツールと連携させることで、SAP をよりシンプルに、柔軟に運用することが

可能になります。 

 

• 段階的導入計画（フェーズド・アプローチ） 全社一斉のビッグバン導入では

なく、特定の部門や地域、あるいは特定の業務プロセスから段階的に導入する

計画を立てます。このアプローチは、プロジェクトのリスクを分散し、早期に

システムを稼働させてビジネス価値を創出できるという大きなメリットがあり

ます。 

o 部門別導入： 財務部門、人事部門など、特定の部門から導入し、その

部門で得た知見を次の部門に横展開します。 

o 地域別導入： 特定の地域や国から導入し、その成功モデルをグローバ

ルに展開します。 

o 機能別導入： まず会計機能のみを導入し、その後、販売管理、生産管

理といった機能を段階的に追加していきます。 

 

例えば、ある食品メーカーは、まず国内の主要工場に生産管理モジュールを導入

し、そこで得られた知見を基に、他の工場や海外拠点に展開する計画を立てました。

これにより、リスクをコントロールしながら、DX の成功モデルを確立することがで

きました。このフェーズド・アプローチは、現場の混乱を最小限に抑え、段階的にシ

ステムに慣れてもらうための有効な戦略です。 

 

2.1.4. 改革テーマのまとめと施策立案：ビジョンを具体的なアクションに落とし込む 

前述の活動で洗い出された課題と分析結果を基に、具体的な改革テーマと施策を立

案します。この段階で重要なのは、抽象的なビジョンを、実行可能で測定可能なアク

ションに落とし込むことです。これは、プロジェクトが単なる夢物語に終わらず、現

実的な成果を出すための最初の設計図となります。 

 



• ビジョンとテーマの紐づけ： 漠然とした経営ビジョンを、具体的なアクショ

ンに繋がる「改革テーマ」へとブレイクダウンします。例えば、「グローバル

経営基盤の構築」というビジョンに対しては、「グローバル在庫の可視化」「海

外子会社の会計データ統合」「各拠点における標準プロセスの統一」といった

複数の具体的なテーマを紐づけます。これにより、壮大なビジョンが、プロジ

ェクトチームが取り組むべき明確な目標へと変わります。この紐づけ作業は、

すべてのステークホルダーが同じ方向を向くための羅針盤となります。 

• 施策と KPI の設定： 各改革テーマに対し、それを達成するための具体的な施

策を立案し、その効果を客観的に評価するための KPI（重要業績評価指標）を

設定します。例えば、「グローバル在庫の可視化」というテーマには、「海外拠

点からの在庫データ収集を日次化する」という施策と、「在庫確認にかかるリ

ードタイムを 70%削減する」「在庫回転率を 15%向上させる」といった KPI

を組み合わせます。この KPI 設定は、施策の進捗を測るだけでなく、プロジェ

クトの成功を定量的に証明するための最も重要な要素となります。KPI は、プ

ロジェクトの最終的な評価基準として機能するため、実現可能かつ、ビジネス

上の価値と直結するものを慎重に選定する必要があります。 

• ROI との連携： 各施策がもたらす効果を 2.1.4 で定義した ROI に結びつけ、

プロジェクトの投資対効果を常に意識します。これにより、プロジェクトメン

バーは、自分たちの作業が最終的なビジネス目標にどう貢献するのかを理解

し、モチベーションを高く維持できます。この連携は、単に「システムを構築

する」という作業から、「ビジネス価値を創造する」というマインドセットへ

の転換を促します。ROI との紐づけにより、プロジェクトのすべての活動が、

費用対効果の観点から常に評価されることになります。これは、経営層への継

続的な説得材料となり、プロジェクトの推進力を維持するために不可欠です。 

 

2.1.5. 改革の方向性定義：プロジェクトの羅針盤を定める 

最終的に、これまでの議論と分析を統合し、プロジェクト全体を貫く「DX 構想」

として方向性を明確に定義し、関係者間で共有します。この「DX 構想」こそが、プ

ロジェクト中に発生する様々な課題や意思決定の指針となり、迷走を防ぐ役割を果た

す「羅針盤」です。 

 

• 「羅針盤」の要素と形式 この羅針盤は、単なるビジョンを記した文書ではあ

りません。プロジェクトの目的、スコープ、そして成功基準を一枚のドキュメ

ントに凝縮したものです。具体的には、以下のような要素を含みます。 

o プロジェクトの目的とゴールステートメント： プロジェクトが目指す

最終的な姿を明確な言葉で表現します。 



o 主要な改革テーマと施策： 改革の柱となるテーマとその具体的なアク

ションを整理します。 

o プロジェクトの成功基準（KPI）： プロジェクトが成功と見なされる

ための具体的な指標や条件を明記します。 

o スコープの明確な定義： プロジェクトに含まれる業務範囲と、含まれ

ない業務範囲を明確にします。 

 

• 「羅針盤」がもたらす効果 この定義された羅針盤は、プロジェクトの推進

者、業務部門、ベンダーが、意見の対立や方針転換に直面した際のよりどころ

となります。例えば、ある業務部門が「自社の特殊な業務プロセスをそのまま

システムに反映させたい」と要望した場合、この羅針盤に照らし合わせて「そ

れはビジネス変革という当初の目的と合致しているか？」「将来的な DX 構想

の妨げにならないか？」を冷静に判断することができます。これにより、プロ

ジェクトは感情や個別の利害に流されることなく、一貫した方向性を持って進

められるのです。 

 

また、羅針盤はプロジェクトの透明性を高め、全関係者の共通言語となります。複

雑なプロジェクトにおいて、全員が同じゴールとルールを共有することで、コミュニ

ケーションミスや認識のズレが大幅に減少し、スムーズなプロジェクト推進が可能に

なります。 

 

2.2. 実行計画：あるべき姿と費用を具体化する 

構想策定フェーズで固めた DX のビジョンと仮説は、プロジェクトの「羅針盤」とな

りますが、それを現実の成果に変えるには、具体的な「地図」が必要です。この「地

図」を作成するのが、実行計画のフェーズです。 

このフェーズでは、抽象的な「あるべき姿」を、いつ、誰が、何を、どのように実行す

るかという具体的なアクションプランへと落とし込みます。単にスケジュールや予算を

立てるだけでなく、プロジェクトを成功に導くためのあらゆる要素を網羅的に検討しま

す。これにより、プロジェクトが絵に描いた餅で終わることなく、現実的な道筋へと導

かれるのです。 

 

2.2.1. 実行課題の洗い出しと検討：実現可能性とリスクを評価する 

構想策定フェーズで定義した「あるべき姿」は、あくまで理想です。それを現実の

ものとするためには、多くの潜在的な課題を乗り越える必要があります。この段階

で、プロジェクト推進上の潜在的な課題を徹底的に洗い出し、その実現可能性とリス

クを評価することが極めて重要です。これらの課題を放置すると、後工程で大きな手



戻りやコスト増を招くため、この段階で具体的な対策を立てておくことが、プロジェ

クトの成否を分けます。 

 

• 課題の体系化： 漠然とした課題を、より管理しやすいように「業務」「IT」

「組織・人」という 3 つの主要カテゴリに分類して整理します。この分類によ

り、課題の性質を正確に捉え、適切な担当者や部門が責任を持って対応できる

ようになります。 

o 業務課題： 「業務プロセスが部門ごとに標準化されていない」「特定

の業務が特定の個人にしか分からない（属人化）」「部門間の連携が不

十分」など、現行業務の非効率性や不透明性に関連する課題です。 

o IT 課題： 「既存システムのデータ品質が低い」「アドオンが多すぎて

ブラックボックス化している」「周辺システムとの連携が複雑で困難」

など、技術的な側面や既存の IT 資産に関連する課題です。 

o 組織・人課題： 「従業員にシステム導入への抵抗がある」「プロジェ

クトに必要なリソースが確保できない」「新しいシステム運用に対応で

きるスキルが不足している」など、組織文化や人材に関する課題で

す。これらの課題は最も見過ごされがちですが、プロジェクト成功に

最も大きな影響を与えます。 

• リスク評価と対応策の策定： 洗い出した課題に対し、発生した場合の「影響

度」と「発生確率」を評価し、リスクマトリクスを作成します。 特に「影響

度が高く、発生確率も高い」課題に対しては、具体的な対応策（例：「データ

移行の専門チームを早期に立ち上げる」「チェンジマネジメントの専任者をア

サインする」）を事前に立てておきます。このプロセスは、単なる課題の列挙

に留まらず、プロジェクトの予備計画（コンティンジェンシープラン）を構築

する作業です。事前にリスクを特定し、その対策を講じておくことで、予期せ

ぬ事態が発生した際にも迅速かつ冷静に対応でき、プロジェクトのスケジュー

ルや予算を守ることができます。 

 

2.2.2. あるべき業務フロー作成（概要）：未来の業務プロセスを描く 

構想策定で描いた「あるべき姿」を、より具体的に業務フローとして落とし込みま

す。ここでは、単に現状業務をシステムに置き換えるのではなく、SAP の標準機能を

最大限に活用することを前提とし、従来の業務プロセスにとらわれない新しい業務フ

ローを設計します。これは、真の DX を実現するための「未来の設計図」を描く重要

な作業です。 

 

SAP ベストプラクティスとの比較 



SAP が提供する業界別のベストプラクティス（SAP Model Company など）を参考

に、自社の業務フローを比較します。このステップは、単にテンプレートに合わせる

作業ではありません。ギャップがある場合は、なぜそのギャップが存在するのか、そ

れが自社の競争優位性に関わるものなのかを徹底的に議論します。 

• フィットの特定： SAP の標準機能で実現できる部分は「フィット」として特

定し、その適用範囲を明確にします。これにより、無駄なアドオン開発を避

け、導入コストとリスクを低減できます。 

• ギャップの評価： SAP 標準機能と異なる部分は「ギャップ」として特定し、

その理由を深く掘り下げます。このギャップが自社のビジネス上の強み（例：

独自の顧客対応プロセス）に起因する場合は、アドオン開発や外部システム連

携を検討します。一方で、単なる非効率な過去の慣習に過ぎない場合は、業務

プロセス自体を SAP のベストプラクティスに合わせる BPR（ビジネスプロセ

ス・リエンジニアリング）を決断します。 

 

部門横断的なワークショップの実施 

業務部門、IT 部門、ベンダーが参加する部門横断的なワークショップを開催し、部

門間の連携を考慮したエンドツーエンド（E2E）の業務フローを設計します。 

• 全体最適の視点： 各部門の個別最適ではなく、企業全体の効率性や価値創出

に貢献するプロセスを優先的に設計します。例えば、「受注」から「出荷」「請

求」に至る一連の流れを、部門の垣根を越えてシームレスに繋ぐことで、プロ

セス全体のリードタイムを大幅に短縮できます。 

• 現場の主体性醸成： ワークショップを通じて、現場の業務担当者が「なぜ業

務を変える必要があるのか」を理解し、自ら新しい業務フローの設計に参加す

ることで、プロジェクトへの当事者意識と主体性が高まります。これは、導入

後のスムーズな運用と定着に不可欠な要素です。 

• プロセスの標準化： 複数拠点や複数部門にまたがる業務プロセスを標準化

し、全社で統一されたルールを確立します。これにより、データの一貫性が保

たれ、全社的なガバナンスが強化されます。 

 

2.2.3. あるべきシステム要件作成（概要）：IT 要件の輪郭を定める 

新しい業務フローを実現するために必要な IT 要件の輪郭を固めます。この段階で

は、詳細な機能要件まで詰め切る必要はありませんが、プロジェクト全体の IT 構成

を理解し、ベンダーに正確な見積もりを依頼できるレベルで要件を定義することが重

要です。これは、プロジェクトの技術的な側面における「未来の設計図」を描く作業

であり、後の開発・実装フェーズの成否を左右します。 

 



• システムアーキテクチャの定義 SAP S/4HANA を中核に据え、CRM、BI ツ

ール、IoT プラットフォーム、人事システム（SAP SuccessFactors など）とい

った周辺システムとの連携方法やデータ連携の方向性を定義します。ここで

は、各システムがどのような役割を担い、どのような情報を相互にやり取りす

るのかを明確にします。システムの全体像を一枚の図にまとめることで、関係

者全員が複雑なシステム構成を視覚的に理解できるようになります。このアー

キテクチャ定義は、将来的なシステムの拡張性や保守性を考慮して慎重に行う

必要があります。 

• インフラ構成の検討 SAP を稼働させるインフラ環境について、戦略的な選択

を行います。 

o オンプレミス: 自社でサーバーやネットワーク機器を保有し、管理す

る形態です。データセキュリティやカスタマイズの自由度が高い一

方、初期投資が大きく、運用管理の負担も大きくなります。 

o クラウド（パブリッククラウド）: AWS、Azure、GCP といったクラ

ウド事業者のサービスを利用する形態です。初期投資が抑えられ、イ

ンフラの運用管理をクラウド事業者に任せられるメリットがありま

す。 

o プライベートクラウド: 企業が自社専用のクラウド環境を構築・利用

する形態です。オンプレミスとパブリッククラウドの中間に位置し、

セキュリティと柔軟性を両立できます。 これらのメリット・デメリッ

トを評価し、自社の要件に最も合致するインフラ構成を選択します。 

• セキュリティ要件の明確化 システム全体のセキュリティリスクを考慮し、必

要な要件を明確化します。これは、顧客情報や機密データを扱う基幹システム

において、最も重要な要素の一つです。外部からの不正アクセス対策（ファイ

アウォール、IDS/IPS）、データの暗号化、ユーザー認証（シングルサインオ

ン、多要素認証など）、アクセス権限管理といった具体的な要件を定義しま

す。また、BCP（事業継続計画）の観点から、災害時のデータバックアップや

復旧計画についても検討しておく必要があります。 

 

2.2.4. 効果測定と ROI 算出：投資対効果を定量的に示す 

構想策定フェーズで立てた ROI の仮説を、より具体的なデータに基づいて再計算

し、プロジェクトの妥当性を最終確認します。この算出結果が、経営層の最終的な承

認を得るための重要な根拠となります。このフェーズでは、単なる概算ではなく、プ

ロジェクトの具体的な実行計画と連動した、より精緻な ROI を算出します。 

 

ハードベネフィットの再試算 



業務フローの設計結果に基づいて、削減される工数やコストをより詳細に試算しま

す。この際、「現状分析（As-Is Analysis）」で得られた客観的なデータを活用すること

が重要です。 

• 具体的な数値の紐づけ: * 工数削減: 「承認プロセスを電子化することで、1 件

あたりの処理時間が 10 分短縮される。月間 1,000 件の申請があると仮定する

と、年間で 1,000 件 × 10 分 × 12 ヶ月 = 12 万分の工数削減につながる」と

いった具体的な数値を算出します。 

o コスト削減: 在庫削減、廃棄ロス削減、人件費削減など、各施策がも

たらす直接的なコスト削減効果を明確な数字で示します。 

• データの一貫性: 算出に用いるデータは、構想策定フェーズで定義した「ある

べき姿」と、現状分析で得られた「現状」のギャップに基づいていることを確

認します。これにより、算出結果の信頼性が向上します。 

 

ソフトベネフィットの評価 

意思決定の迅速化、ガバナンス強化、従業員のモチベーション向上といった、定量

化が難しい効果についても、その価値を定性的に評価し、経営層に提示します。 

• 価値の言語化: 単に「意思決定が迅速化する」ではなく、「リアルタイムな売

上データに基づいて、在庫過多になる前に生産計画を調整できる」といった具

体的なシナリオでその価値を説明します。 

• 経営戦略との連携: 経営層が掲げる中長期的な戦略（例：新規市場への参入、

グローバル展開）と、これらのソフトベネフィットがどのように結びつくかを

明確に示します。これにより、単なるシステム導入を超えた、戦略的投資とし

ての価値を訴求できます。 

 

シナリオ別の ROI 分析とリスクの可視化 

単一の ROI ではなく、プロジェクトの様々なリスクを考慮に入れたシナリオ分析を

行います。これにより、不確実性のあるプロジェクトの妥当性を、より現実的な視点

から評価できるようになります。 

• 3 つのシナリオ: 

o ベースケース: 最も可能性が高いと想定されるシナリオです。プロジェ

クトが計画通りに進み、想定した効果が概ね実現されると仮定しま

す。 

o ベストケース: プロジェクトが予定より早く完了したり、想定以上の

効果が出た場合のシナリオです。潜在的なアップサイド（上方リス

ク）を示します。 

o ワーストケース: 予期せぬトラブル（例：スケジュール遅延、追加コ



スト発生）が発生した場合のシナリオです。プロジェクトのダウンサ

イド（下方リスク）を明確にし、そのリスクを許容できる範囲内にあ

るかを評価します。 

 

この多角的な ROI 分析を通じて、プロジェクトの不確実性を定量化し、経営層にリ

スクとリターンの両方を提示することができます。これにより、経営層はより情報に

基づいた最終的な意思決定を下すことが可能になります。 

 

2.2.5. 費用見積もりと実行計画策定：実現に向けたロードマップを策定する 

これまでのフェーズで固めた DX 構想とあるべき姿を、具体的な実行可能な計画へ

と落とし込みます。ここでは、プロジェクトを成功へと導くための詳細なロードマッ

プを策定します。このロードマップは、最終的な費用を算出し、各フェーズの期間、

マイルストーン、必要なリソース、そして責任者を具体的に盛り込むことで、プロジ

ェクトの現実的な道筋を示します。 

 

フェーズごとのタスクと成果物 

プロジェクトの各フェーズで、何を、いつまでに、どのように達成するのかを明確

に定義します。これにより、プロジェクトの進捗を客観的に管理し、遅延や手戻りの

リスクを最小限に抑えます。 

• 主要なフェーズの明確化： 「要件定義」「開発・カスタマイズ」「テスト」「デ

ータ移行」「本稼働準備」「本稼働」といった主要なフェーズを定義します。 

• 具体的なタスクの洗い出し： 各フェーズで実行すべき具体的なタスク（例：

「業務要件書作成」「アドオン開発」「結合テスト実施」）を詳細にリストアッ

プします。 

• 成果物（アウトプット）の定義： 各タスクの完了時に作成されるべき成果物

（例：「業務要件定義書」「テスト報告書」「運用マニュアル」）を明確にしま

す。これにより、タスクの完了基準が明確になり、品質管理が容易になりま

す。 

 

体制の構築と役割分担 

プロジェクトを円滑に進めるためには、適切な体制を構築し、各メンバーの役割と

責任を明確にすることが不可欠です。 

• チームの役割定義： 

o 経営層（スポンサー）： プロジェクトの最終的な意思決定者として、

ビジョンを提示し、組織的な障壁を取り除きます。 

o プロジェクトマネジメントオフィス（PMO）： プロジェクト全体の進



捗管理、リスク管理、予算管理を担い、プロジェクトの成功をサポー

トします。 

o 業務部門のメンバー： 現状の業務プロセスに関する知見を提供し、新

しい業務フローの設計やテストに参加します。 

o IT 部門のメンバー： インフラやシステム連携に関する専門知識を提

供し、技術的な側面からプロジェクトを支援します。 

o 導入ベンダー： SAP の専門知識と導入ノウハウを提供し、システムの

設計・開発・導入を主導します。 

• 責任の明確化（RACI チャートなど）： 各タスクに対し、誰が責任を持つのか

（Responsible）、誰が承認権を持つのか（Accountable）、誰が協力するのか

（Consulted）、誰が情報共有されるのか（Informed）を明確に定義します。 

 

コミュニケーション計画の策定 

プロジェクトの関係者が増えるにつれて、コミュニケーションの重要性は増しま

す。円滑な情報共有は、プロジェクトの遅延や失敗を防ぐ上で極めて重要です。 

• コミュニケーションの頻度と方法： 定例会議の頻度、報告会の開催時期、情

報共有ツール（例：Teams, Slack, Jira）を事前に定めます。 

• ステークホルダー管理： 経営層、業務部門、IT 部門、ベンダーなど、各ステ

ークホルダーに合わせた報告内容や形式を策定します。 

• 課題管理： 課題発生時のエスカレーションルール（誰に、いつ、どのように

報告するか）を明確に定義し、迅速な解決を図ります。 

 

この計画を関係者全員で共有することで、プロジェクトは具体的な行動へと移って

いきます。プロジェクトが始まってからも、このロードマップを定期的に見直し、必

要に応じて修正を加えることで、常に最適な状態でプロジェクトを推進できます。 


